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第１章 計画策定の趣旨等 

 

１．策定の趣旨 

 

 わが国の自殺者数は、平成 10 年に急増し、年間３万人前後の高水準で推移し、平成

23 年以降は減少しているものの、年間２万人を超えており、依然として先進諸国より

も高い状況となっています。 

 国では平成 18 年に「自殺対策基本法」を制定し、自殺は「個人的な問題」から「社

会的な問題」として広く認識されるようになり、平成 28 年には自殺対策基本法が改正

され、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、すべての市町村に

「地域自殺対策計画」の策定が義務付けられました。 

 これらの背景を踏まえ、本町では「大切ないのちを支える佐呂間町自殺対策計画」（以

下「計画」という。）を策定し、保健・医療・福祉・教育・労働・その他の関係機関との

連携のもと、「生きることの包括的な支援」として町全体で自殺対策に取り組み、「誰も

自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指します。 

 

 

２．計画の位置づけ 

 

 本計画は、平成 28 年に改正された「自殺対策基本法」に基づき、国の定める自殺総

合対策大綱の趣旨を踏まえて、同法第 13 条第２項に定める「市町村自殺対策計画」と

して策定するものです。 

 「佐呂間町総合計画」下位計画とし、下図のとおり関連計画や「北海道自殺対策行動

計画」との整合性を図りながら策定します。 

 

佐 呂 間 町 総 合 計 画 

 

●佐呂間町健康づくり行動計画 

●佐呂間町地域福祉計画 

●佐呂間町子ども・子育て支援計画 

●佐呂間町高齢者保健福祉計画 

        及び介護保険事業計画 

●佐呂間町障害者計画 

          及び障害福祉計画 

 

 

大
切
な
い
の
ち
を
支
え
る 

佐
呂
間
町
自
殺
対
策
計
画 

自殺対策基本法 

自殺総合対策大綱 

北海道 

自殺対策行動計画 
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３．計画の期間 

 

 本計画は、令和３年度（2021 年度）から令和７年度（2025 年度）までの５年間を計

画期間とします。 

 また国の施策と連携する必要があることから、自殺総合対策大綱の改正や社会状況の

変化を考慮して見直しを行うこととします。 

 

４．計画の数値目標 

 

 自殺総合対策大綱における国の数値目標は、令和８年までに自殺死亡率を平成 27 年

の 18.5（10 万対）と比べて、30％以上減少させ 13.0（10 万対）以下にすることを目標

としています。 

 また、北海道では平成 28年の 17.5（10 万対）と比較して、令和９年までに 30％減少

させ 12.1（10 万対）以下にすることを目標としています。 

 本町においては、平成 27 年～令和元年までの自殺者数は６人であり、令和７年の直

近５年間の自殺者数の減少を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 
 

第２章 佐呂間町における自殺の現状と課題 

 

１．自殺者の特徴（優先される対象群） 

 自殺の背景には、健康問題だけではなく、失業や人間関係・生活困窮や介護疲れなど、

様々な要因が複雑に絡み合っています。 

 自殺対策は、一つの要因のみにアプローチするのではなく、保健・医療・福祉・教育・

労働など関係機関が相互に連携を図りながら支援を展開することが必要です。 

 佐呂間町の自殺者の区分（表１）を見ると「高齢者」「生活困窮」「勤務・経営」とい

った特性に目を向ける必要があります。 

（表１）主な自殺者の特徴（平成 27 年～令和元年） 

上位4区分 
自殺者数 

5年計 
割合 

自殺死亡率* 

(10万対) 
背景にある主な自殺の危機経路** 

1位：男性60歳以上無職

独居  
2人 33.3% 449.7 

失業(退職)→死別･離別→うつ状

態➞将来生活への悲観➞自殺 

2位：女性60歳以上無職

同居  
2人 33.3% 49.7 

身体疾患→病苦→うつ状態→自殺  

3位：女性40～59歳有職

独居 
1人 16.7% 507.8 

職場の人間関係+身体疾患→うつ

状態→自殺 

4位：女性40～59歳無職

同居 
1人 16.7% 88.7 

近隣関係の悩み+家族間の不和→

うつ病→自殺 

順位は自殺者数の多さにもとづき、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順としています。 

*自殺死亡率の母数(人口)は平成27年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計しまし

た。**「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書2013(ライフリンク)を参考にしまし

た。これらは特性別に見て代表的と考えられる経路の一例です。 

（資料：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル(2020)」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

（資料：自殺実態白書 2013 NPO 法人ライフリンク発行) 
 

自殺で亡くなった 523 人の、その一人ひとりの亡く

なるまでの軌跡を辿ると、そこには共通の「自殺の

危機経路」が浮かび上がってきた。 
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２．自殺者数と自殺死亡率の推移 

 自殺者数の推移を平成 22 年から平成 26 年までと平成 27 年から令和元年までの５年

ごとに区切ってみると、全国、北海道では減少傾向がみられますが、佐呂間町では平成

22 年～平成 26 年で５人、平成 27 年から令和元年で６人と横ばいの状態です。（表２）

自殺死亡率（10 万人あたりの死亡者数）は、全国、北海道では緩やかに減少しています

が、佐呂間町は人口規模が小規模であり、変動が大きく見られます。平成 30 年には一

旦０人となりましたが、令和元年に上昇がみられています。（図１） 

 

（表２）自殺者数の推移（人） （資料：警視庁自殺統計） 

地 域 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ22～Ｈ26 
計 

Ｈ22～Ｈ26 
平均 

全 国 31,334 30,370 27,589 27,041 25,218 141,552 28,310.4 

北 海 道 1,498 1,398 1,267 1,216 1,130 6,509 1,301.8 
遠紋医療圏 18 21 22 17 12 90 18.0 
佐 呂 間 町 1 1 1 1 1 5 1.0 

地 域 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｈ27～Ｒ１ 
計 

Ｈ27～Ｒ１ 
平均 

全 国 23,806 21,703 21,127 20,668 19,974 107,278 21,455.6 
北 海 道 1,094 978 970 965 949 4,956 991.2 
遠紋医療圏 18 16 16 10 18 78 15.6 
佐 呂 間 町 1 1 1 0 3 6 1.2 

 

（図１）自殺死亡率の推移（人口 10 万人当たり） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１

全国 24.7 23.9 21.8 21.1 19.6 18.6 17.0 16.5 16.2 15.7

北海道 27.1 25.4 23.1 22.3 20.7 20.1 18.1 18.1 18.1 17.9

遠紋医療圏 23.3 27.6 29.4 22.8 16.2 24.6 22.3 22.7 14.4 26.5

佐呂間町 16.7 17.0 17.3 17.2 17.4 17.7 18.2 18.7 0.0 57.6
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３． 年代別自殺者数 

年代別の自殺者数を平成22年から平成26年までと平成27年から令和元年までの５年

ごとに区切ってみると、平成22年から平成26年では20歳代、30歳代の若い世代の自殺

がみられましたが、平成27年以降は、40歳代以上の働き盛り世代、また高齢期での自

殺がみられています。過去10年間では特に70歳代の高齢者の自殺者数が５人

（45.5％）となっています。 

 

（表３）年代別自殺の推移（人） （資料：警視庁自殺統計） 

年代 Ｈ22～Ｈ26 計 Ｈ27～Ｒ1 計 Ｈ22～Ｒ１計 

20 歳未満 0 0 0 
20 歳代 1 0 1 
30 歳代 1 0 1 
40 歳代 0 1 1 
50 歳代 0 1 1 
60 歳代 1 1 2 
70 歳代 2 3 5 

80 歳以上 0 0 0 
合計 5 6 11 

 

４． 性別の自殺者数 

平成 22 年から令和元年までの自殺死亡者総数１１人のうち、男性が４人（36.4％）、女性

が７人（63.6%）となっています。 

また、全国を基準とした標準化死亡比（※）では、平成 18 年～平成 27年は男女ともに全

国より高い状況でしたが、平成 22 年～令和元年では、男性は全国より低くなりましたが、

女性は更に高い数値となっています。 

 

（表４）男女別自殺者数（人） （資料：警視庁自殺統計） 

性別 Ｈ22～26 計 Ｈ27～Ｒ1計 Ｈ22～Ｒ1計 割合 
男性 2 2 4 36.4％ 
女性 3 4 7 63.6％ 
合計 5 6 11 100.0％ 

 

 

（表５）男女別標準化死亡比（資料：北海道における主要死因の概要９、１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別 Ｈ18～Ｈ27 Ｈ22～Ｒ1 

男性 144.9 65.2 
女性 176.2 199.4 
合計 154.5 107.3 

※標準化死亡比：年齢構成が異なる地域間において死亡状況を比較するための指

標です。全国の基準値を 100 とし、100 以上の場合には全国より死亡率は高く、

100 以下の場合は、死亡率が低いとされます。 
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５． 近隣町村との比較 

男女合わせた標準化死亡比では、平成 18 年から平成 27 年までは 154.5 と遠紋医療圏

でも高い数値でした。平成 22 年から令和元年では 107.3 に下がりましたが、全国、北

海道と比較すると、佐呂間町は有意差はありませんが、やや高い数値となっています。 

（表５、図２） 

（図２）近隣市町村の標準化死亡比の比較（資料：北海道における主要死因の概要１０） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

６．就労状態及び同居人有無別死亡率 

平成 27 年～令和元年までの自殺死亡数では、６人中５人は無職でした。自殺者の年

代で 60 歳以上の人が多い影響も考えられます。 

同居の有無でみると、男性２人は何れも独居でした。女性は、４人中３人が同居有り、

１人が独居で、同居と独居のどちらにもみられています。 

（表６）就労状況及び同居人有無別死亡率（人口１０人対）平成 27年～令和元年 

性別 年齢階級 職業 
同居・独
居区分 自殺者数 自殺死亡率 

（10 万対） 

全国自殺死亡
率（10 万

対） 

男性 

20～39 歳 
有職者 

同居 0 0.0 14.8 
独居 0 0.0 29.3 

無職者 
同居 0 0.0 51.0 
独居 0 0.0 81.9 

40～59 歳 
有職者 

同居 0 0.0 17.1 
独居 0 0.0 37.4 

無職者 
同居 0 0.0 105.8 
独居 0 0.0 239.3 

60 歳以上 
有職者 

同居 0 0.0 14.6 
独居 0 0.0 36.1 

無職者 
同居 0 0.0 29.8 
独居 2 449.7 90.1 

女性 

20～39 歳 
有職者 

同居 0 0.0 5.3 
独居 0 0.0 10.9 

無職者 
同居 0 0.0 12.3 
独居 0 0.0 27.0 

40～59 歳 
有職者 

同居 0 0.0 6.2 
独居 1 507.8 13.8 

無職者 
同居 1 88.7 14.1 
独居 0 0.0 41.7 

60 歳以上 
有職者 

同居 0 0.0 6.7 
独居 0 0.0 10.2 

無職者 
同居 2 49.7 13.5 
独居 0 0.0 21.6 
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７． 就労関連状況 

平成27年～令和元年までの有職者の死亡数は１人であり、「被雇用者」でしたが、

背景について、具体的に把握するのは難しい状況です。 

町内の就業者の状況を見ると、町内の常就業者のうち170人（6.1％）が他市町村で

従事しています。また、町内従業者のうち、368人（12.6％）が他市町村に常住してい

ます。（表７） 

町内の事業所は、労働者数50人未満の小規模の事業所が90％以上を占めています。

一般的に、小規模事業所が単一の事業所でメンタルヘルス対策を推進するには、難し

い面がある事が考えられます。（図３）（表８） 

（表７）地域の就業者の常住地・従業地（資料：総務省「平成27年国勢調査」 

 
従業地 

合計 
町内 町外 不明 

常住地 
自区域 2,553 170 44 2,767 

他区域 368 － － 368 

合計  2,921 170 44 3,135 

 

（図３）地域の事業所規模別事業所割合／従事者の割合（資料：平成２８年経済センサス） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表８）地域の事業所規模別従事者の人数 

 総数 
1～4

人 

5～9

人 

10～19

人 

20～29

人 

30～49

人 

50～99

人 

100 人

以上 

出向･派遣従

業員のみ 

事業所数 258 169 41 23 10 6 6 1 2 

従事者数 2,003 365 259 304 243 243 394 195 0 
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第３章 大切ないのちを支える自殺対策における取り組み 

１．施策体系 

 

    

 

  ・地域におけるネットワークの強化    ・高齢者の自殺対策の推進 

  ・自殺対策を支える人材の育成      ・生活困窮者に対する支援と自殺対策と 

  ・住民への啓発と周知           の連動 

  ・生きる事の促進要因への支援      ・子ども・若者に対する自殺対策の推進 

  ・児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 ・働く人に対する自殺対策の推進 

 

  

生きる支援関連施策 

生きる支援に関する事業一覧 

 

２．基本施策 

① 地域におけるネットワークの強化 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係やひきこもりなどの問題のほか、

地域・職場環境の変化等、様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況等が複雑に

関係しています。誰もが自殺に追い込まれることのない、安心して生きられるよう

精神保健的な視点だけではなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組みが重要

です。そして、包括的に取組むために、医療、保健、福祉、教育、労働その他の様々な

関係機関と連携強化を図り、ネットワークを推進していきます。 

また、既存の会議・協議会において、各分野での情報共有や対策の検討の際に、自殺

予防の視点を持ち、協議します。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

自殺予防 

対策連絡会議 

自殺対策事業に関わる関係機関が連携し、自殺

対策を推進することが出来るよう、各機関（保

健所、消防署等）で取組等についての連絡会議

を行い、各機関対応の中で、自殺の恐れがある

人を把握した場合に情報交換を行う等、連携し

総合的かつ効果的な対策を推進します。 

保健福祉課（事

務局） 

自殺対策委員会 

保健所 

地域ケア会議 

高齢者が住み慣れた地域で安心して尊厳のある

生活を継続できるよう関係団体が連携し、引き

こもりや孤立している高齢者等の情報について

共有します。 

保健福祉課 

地域包括支援セ

ンター 

相談支援事業所 

民生児童委員協

議会 

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相

談機関につなげる上で、地域の最初の窓口とし

て対応します。 

保健福祉課 

自立支援協議会 

障害者や家族が、地域で安心して生活できるよ

う関係者で現在の対策について情報共有をしま

す。 

保健福祉課 

相談支援事業所 

要保護児童対策

協議会 

要保護児童、虐待を受けている児童・家族が必

要な相談支援につながるよう情報共有と支援の

検討を行います。 

保健福祉課 

児童相談所 

基本施策 重点施策 
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② 自殺対策を支える人材の育成 

生きることの包括的な支援に関わる幅広い支援者等に対し、自殺対策に関する研

修会等を実施し、適切な支援ができる人材を養成することが必要です。  

身近な地域での支えとなる町民を増やし、様々な分野の専門家や関係者に自殺対策

の視点を持ってもらうための研修等を強化して行きます。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

ゲートキーパー

養成講座 

周りの人の異変に気付くこと、またその場合に

適切に行動できるよう様々な分野（町職員、民

生委員、一般住民、商工会等々）の各関係団体

を対象としたゲートキーパー研修会を開催し、

生活面で深刻な問題を抱えている人に寄添いな

がら支援できる人を増やします。 

保健福祉課 

総務課 

経済課 

農務課 

保健所 

 

③ 住民への啓発と周知 

自殺に追い込まれる人の心情や背景が理解されにくい現状があり、そうした心情

や背景への理解を深め、自殺の問題は一部の人や地域だけの問題ではなく、誰にで

も当事者となり得る重大な問題であるということの意識の普及啓発を行います。  

また、いのちや暮らしの危機に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適切 

 であるということが町全体の共通認識となるように、積極的に自殺予防の普及啓発

を行います。  

地域、職場及び学校等において、こころの健康に関する相談窓口の周知活動を徹底 

し、早期に専門機関につなぐことができるような体制を整備します。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

こころの健康に

関する講座の開

催 

職場や自治会、老人クラブ等で行う健康相談や

健康教育の機会に、こころの健康や自殺に関す

る正しい知識についての理解を深めるための講

座を行います。 
保健福祉課 

広報やホームペ

ージを活用した

啓発活動 

町のホームページやフェイスブックに自殺対策

に関する情報を掲載し、自殺予防週間（９

月）、自殺対策強化月間（３月）の周知と理解

促進を図ります。 
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④ 生きることの促進要因への支援 

自殺対策は、個人においても社会においても、「生きることの阻害要因」を減ら 

 す取組みに加え「生きることの促進要因」を増やす取組みを行うことが必要です。 

生活上の困り事を察知し、連携して解決を図る支援、居場所づくり等に関する対策 

を推進していきます。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

老人クラブ 
高齢者の社会参加や生きがいづくりの場となる

よう活動を支援します。 

保健福祉課 

町社協 

各種サロン事業 

社会福祉協議会と連携しながら、参加者同士が

交流や相談を通して、孤立を防ぎ、不安やスト

レスの解消を図ります。 

保健福祉課 

町社協 

介護予防事業 

介護予防事業を通して、心身機能の低下の予防

を図ります。また、参加者同士の交流を図るこ

とで心身の健康の保持増進を図ります。 

保健福祉課 

地域包括支援セ

ンター 

障がい相談 
障がいの認定を受けている方に限定しない相談

窓口。 

保健福祉課 

町社協 

相談支援事業所 

寿大学 
高齢者の社会参加や生きがいづくりの場となる

よう活動を支援します。 
社会教育課 

こころの 

健康相談 

保健師が様々な心の健康についての相談に対応

します。 

保健福祉課 

保健所 

相談支援 

体制の整備 

あらゆる面接、相談等（健康相談、人権相談、

納税相談、年金相談など）を通じて、それぞれ

の困りごとを把握しながら、状況に応じて関係

部署との連携を図り、必要な支援につなげま

す。 

全 課 

 

⑤ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

児童生徒がいのちの大切さを実感できる教育だけでなく、困難やストレスに直面 

し、いのちや暮らしに危機を感じたとき、誰にどのように助けを求めればよいの 

か、周りの信頼できる人に助けを求めることができるよう、具体的かつ実践的に方

法を学ぶと同時に、周囲に助けを求めてもよいということを学ぶ「ＳＯＳの出し方

教育」を推進していきます。  

また、こうした子どものＳＯＳに対して、適切に対応できるような相談体制を整備 

していきます。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

啓発活動 
児童生徒・保護者へのいじめが人権侵害である

ことに対する啓発等を行います。 
管理課 

親と子の 

電話相談 

勉強、友達、いじめ、家庭、性のこと等々、相

談に対する対応を行います。 
管理課 

ＳＯＳの出し方

教育 

児童生徒がいのちの大切さを学び、生活上の困

難やストレスに直面した時の対処法やＳＯＳの

出し方を学ぶための教育を学校と連携しながら

行います。 

管理課 

保健福祉課 

保健所 
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３． 重点施策 

① 高齢者の自殺対策の推進 

佐呂間町の高齢者の自殺割合は約６割となっています。高齢者は経済的な問題を 

抱えやすく、また身体的心理的な理由から閉じこもりやうつ状態になりやすいこと

や地理的環境から冬期間の積雪により、孤立・孤独に陥りやすいことから、地域包

括ケアシステムの構築や地域福祉等と連携した事業の展開を図る必要があります。  

高齢者特有の課題を踏まえつつ、多様な背景や価値観に対応した支援、働きかけが 

必要なため、さまざまな社会資源を活用し、生きることの包括支援として施策の推進 

を図ります。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

高齢者の健康づ

くりと地域交流

の場の充実 

現在ある老人クラブや寿大学、グループ活動、

サロン事業などについて周知し、孤立を防ぎ、

生きがいある生活ができるよう支援していきま

す。 

保健福祉課  

社会教育課  

町社協 

地域包括支援セ

ンター・関係機

関との連携 

地域で暮らす高齢者の個別課題について把握

し、関係機関がケア会議等で共有、連携するこ

とで自殺に追い込まれないよう支援していきま

す。 

保健福祉課 

地域包括支援セ

ンター 

介護予防事業・

介護予防生活支

援・介護サービ

ス事業 

高齢者の個々に応じて、相談や必要なサービス

支援につなげることによって、日常生活に関す

る不安の解消に努めます。 

保健福祉課 

地域包括支援セ

ンター 

健康相談・健康

教室 

自治会や各種団体等で開催する健康相談や健康

教育の機会にこころの健康や自殺に関しての理

解を深めるための健康教育を行います。 

保健福祉課  

各種がん検診及

び健康診査の実

施 

健診を受けることによって、高齢者の健康面の

不安軽減に努めます。 
保健福祉課 
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② 生活困窮者に対する支援と自殺対策との連動 

生活困窮者は、単に経済的な問題だけでなく、心身の健康や家族等との人間関

係、引きこもり等、さまざまな問題を抱えていることが考えられ、自殺のリスクが

高い傾向にあります。 

生活困窮者自立支援制度に基づく支援と、自殺対策施策が緊密に連携し、経済や

生活面のほか、心の健康等の視点も含めた包括的な支援を推進します。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

消費者生活セン

ターとの連携 

消費生活で困っている住民に対し、センターと

連携し、自殺のリスクが高い人がいる場合は、

必要な機関につなげられるように連携を強化し

ます。 

経済課 

保健福祉課 

町社協 

ハローワークと

の連携 

仕事上で困っている住民に対しては、ハローワ

ークと連携し、自殺のリスクが高そうな人の場

合は、必要な機関につなげられるよう連携を強

化します。 

経済課 

ハローワーク 

生活保護 

援助事業 

相談者が抱える問題を把握し、必要に応じて適

切な支援先につなげます。 
保健福祉課 

民生児童委員に

よる地域におけ

る相談・支援 

住民の生活上の問題に関する相談に応じ、必要

があれば関係機関等へつなげます。 

保健福祉課 

民児協 

生活福祉資金 

の貸付 

低所得者や障がい者、高齢者世帯の自立を支援

するための貸付を行います。 
町社協 

年金相談 

年金の相談受付時に、自殺リスクを抱える住民

を早期発見し、必要に応じて適切な相談窓口に

つなげます。 

町民課 
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③ 子供・若者に対する自殺対策の推進 

平成 22 年から令和元年まで、本町における 20 歳未満の自殺者はいませんが、全国で

みると、20 歳未満の自殺者は平成 10 年以降概ね横ばいです。20 歳代・30 歳代の死亡率

は他の年代に比べて比較的高く、全国的に見ても若年層の死因に占める自殺の割合は高

いことから若年層の自殺対策が課題となっています。 

さらに、平成 28 年４月、基本法の改正により、学校におけるＳＯＳの出し方に関する

教育の推進が盛り込まれたことから、若者の自殺対策を更に推進することが求められて

います。 

問題を克服した過去の経験が少ない、人間関係が希薄、自己肯定感が低いなど、「生き

ることの促進要因」が少ない子ども・若者は、些細な出来事に対しても大きく傷つき、自

殺のリスクが高まる可能性があるため、保健、医療、福祉、教育等の関係機関が連携し、

生きることの促進要因の増加を図ります。 

事業内容 事業内容 
担当部署 

関係機関 

ＳＯＳの出し方

教育（再掲） 

児童生徒がいのちの大切さを学び、生活上の困

難やストレスに直面した時の対処法やＳＯＳの

出し方を学ぶための教育を学校と連携しながら

行います。 

管理課 

保健福祉課 

保健所 

教職員・教育関

係者の研修会受

講 

教育機関等と連携を図りながら、児童生徒が発

信するＳＯＳのサインに気づき、相談、支援機

関につなぐ役割ができる人材の養成に努めま

す。 

管理課 

相談窓口の周知 

いじめや不登校、その他学校生活に関する相談

窓口一覧を児童生徒と保護者に配布し、悩みや

困りごとを発信できるよう相談窓口の周知を図

ります。 

管理課 

児童生徒の支援

体制の強化 

いじめや不登校等の問題についての早期発見と

適切な対応を促進するため、学校等の関係機関

と連携して支援します。 

管理課 

保健福祉課 
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④ 働く人に対する自殺対策の推進 

過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健康で充実して働き続けることのでき

る社会の実現のため、「過労死等の防止のための対策に関する大綱」に基づき、啓

発、相談体制の整備等、過労死等の防止のための対策を推進します。 

また、職場におけるメンタルヘルス対策の充実を推進するため「労働者の心の健康

の保持増進のための指針」の普及啓発を図るとともに、労働安全衛生法によるストレ

スチェック制度を実施しながら、メンタルヘルス対策の普及を図ります。 

事業名等 事業内容 
担当部署 

関係機関 

商工会の 

相談事業 

中小企業への相談事業の機会を利用して、過労

死対策やメンタルヘルス対策の普及を図りま

す。 

経済課 

ストレス 

チェックの実施 

職員や教職員が、自身のストレス度合いに気づ

き、メンタル不調を未然に防ぎます。 

総務課 

管理課 

ゲートキーパー

養成講座 

（再掲） 

周りの人の異変に気付くこと、またその場合に

適切に行動できるよう様々な分野（町職員、民

生委員、一般住民、商工会等々）の各関係団体

を対象としたゲートキーパー研修会を開催し、

生活面で深刻な問題を抱えている人に寄添いな

がら支援できる人を増やします。 

保健福祉課 

総務課 

経済課 

農務課 

保健所 
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第４章 今後の実施目標 

 

主な施策 事業内容 
現 状 値 

令和２年 
実施目標 

地域におけるネット

ワーク強化 
自殺予防対策連絡会議 未実施 年１回 

自殺対策を支える人

材の育成 
ゲートキーパー養成講座 未実施 年１回以上 

住民への啓発 

こころの健康に関する講座の開催 未実施 年１回 

自殺予防に関する情報提供（広報、

町ホームページ） 
不定期 年２回以上 

生きることへの促進

要因への支援 

こころの健康相談・相談機関に関す

る周知（広報・町ホームページ） 
不定期 年１回以上 

サロン事業の紹介（社会福祉協議会

だより・ホームページ） 
不定期 年１回以上 

高齢者の自殺対策の

推進 

地域ケア会議での高齢者の見守り体

制、自殺予防に関する検討 
不定期 年１回以上 

民生児童委員による声かけ・ふれあ

い郵便 
月１回 月１回 

児童生徒のＳＯＳの

出し方に関する教育 

ＳＯＳの出し方教育 未実施 
小中学校 

年１回 

相談窓口の周知 
小中学校 

年１回 

小中学校 

年１回 

生活困窮者に対する

支援と自殺対策の連

動 

民生児童委員における相談・支援状

況に関する情報交換 
年６回 年６回 

相談窓口・相談事業所に関する周知

（広報、町ホームページ） 
年 1回 年１回以上 
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第５章 計画の推進体制 

  

自殺対策の推進にあたっては、庁内関係者で構成する自殺対策委員会において、関係

各課の連携体制を構築しながら、実効ある施策の推進を図っていきます。 

 また、庁内以外の関係機関との連携を図りながら、総合的な自殺対策を推進します。 

 

 

 

自殺対策委員会             想定される関係機関 
 

◆ 総務課長              ◆ 紋別保健所 

◆ 企画財政課長            ◆ 北見児童相談所 

◆ 町民課長              ◆ ハローワーク 

◆ 保健福祉課長            ◆ 町社会福祉協議会 

◆ 保健福祉課 参事           ◆ 各相談支援事業所 

◆ 農務課長              ◆ 地域包括支援センター 

◆ 経済課長              ◆ 町商工会 

◆ 建設課長              ◆ 遠軽警察署 

◆ 建設課 参事             ◆ 遠軽地区広域組合消防署佐呂間出張所 

◆ 特別養護老人ホーム園長       ◆ 各小中学校 

◆ 保育所長              ◆ 高等学校 

◆ 出納室長 

◆ 管理課長 

◆ 社会教育課長 

◆ 図書館長 

◆ 議会事務局長 
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